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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計期間

第73期
第１四半期連結

累計期間
第72期

会計期間

自平成28年
４月１日

至平成28年
６月30日

自平成29年
４月１日

至平成29年
６月30日

自平成28年
４月１日

至平成29年
３月31日

売上高 （千円） 14,551,295 18,631,898 71,058,286

経常利益 （千円） 722,704 863,777 4,928,336

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
（千円） 430,771 549,485 3,321,937

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △5,911 849,430 4,058,835

純資産額 （千円） 27,769,967 31,981,320 31,745,858

総資産額 （千円） 52,983,903 61,158,956 60,623,815

１株当たり四半期(当期)

純利益金額
（円） 6.92 8.83 53.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.0 51.6 51.7

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２ 売上高には、消費税等は含まれていません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

４ 当社の連結財務諸表に記載される科目その他の事項の記載金額における千円未満の端数処理にについては、

従来四捨五入で記載していましたが、当第１四半期連結会計期間より切捨てて記載しています。なお、比較

を容易にするため、前第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度についても切捨て表示に組替え表示して

います。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、持続的な経済成長を目指した政府・日銀の主導による各種政策

効果により、企業収益は安定した水準を維持しており、今後の設備投資計画も増加が見込まれています。雇用・所得

環境においても引き続き改善傾向にあり、総じて緩やかな回復基調で推移しています。一方で国が推進する「働き方

改革」の実現に向けた対応が業種を問わず各企業に求められており、これら施策を実行しつつ好収益環境を維持する

ことが全産業共通の課題となっています。また、海外においては、米国では更なる経済成長が期待される反面、政策

に関する不確実性によって世界に与える影響や、欧州・中東・アジアなどの各地域における経済的・地政学的リスク

など、様々な先行き懸念材料を含んでおり、それらによる為替相場、資源価格の変動などが、国内経済に大きな影響

を及ぼす一因にもなっています。

当社グループが主に事業を展開している建設業界におきましては、受注環境では民間需要が前年同期に比べて若干

減少の傾向にありますが、官需は引き続き増加傾向にあり、全般的に底堅く推移しています。しかし、一方では厳し

い受注環境が続くなか、競争力の更なる向上が求められるとともに、原価面においては技術労働者の慢性的な不足

や、労務単価・資機材単価の今後の価格動向による収益への影響リスクが懸念されるなど、依然として予断を許さぬ

状況が続いています。

かかる状況下におきまして、当社グループの当第１四半期連結累計期間における連結売上高は186億31百万円（前

年同四半期比28.0％増）となりました。損益面につきましては、営業利益が８億32百万円（前年同四半期比4.7％

増）、経常利益が８億63百万円（前年同四半期比19.5％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益が５億49百万円

（前年同四半期比27.6％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりです。

①建設事業 当第１四半期連結累計期間における建設事業の業績につきましては、受注高は前年同四

半期と比べ37.4％減の166億79百万円、売上高は前年同四半期比29.5％増の176億98百万

円となり、セグメント利益についても前年同四半期比3.1％増の８億５百万円となりま

した。

②ゴルフ場事業 ゴルフ場事業の業績につきましては、売上高は前年同四半期比3.3％増の76百万円とな

り、セグメント利益については前年同四半期比64.9％増の８百万円となりました。

③ホテル事業 ホテル事業の業績につきましては、売上高は前年同四半期比19.9％増の５億31百万円と

なり、セグメント利益については11百万円（前年同四半期は４百万円のセグメント損

失）となりました。

④広告代理店事業 広告代理店事業の業績につきましては、売上高は前年同四半期比10.4％減の３億45百万

円となり、セグメント利益についても前年同四半期比95.5％減の０百万円となりまし

た。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11百万円です。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 68,368,532 68,368,532
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 68,368,532 68,368,532 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 68,368,532 － 9,116,491 － －

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

ます。

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

普通株式

（自己保有株式）

6,054,000

普通株式

（相互保有株式）

110,000

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）（注）
普通株式

61,340,000
61,338 同上

単元未満株式
普通株式

864,532
－ －

発行済株式総数 68,368,532 － －

総株主の議決権 － 61,338 －

（注） 完全議決権株式（その他）の中には、株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株式

2,000株が含まれています。これらによる議決権２個は議決権の個数の計算から除いています。

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有

株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

北野建設株式会社
長野市県町

524番地
6,054,000 － 6,054,000 8.85

（相互保有株式）

株式会社

アサヒエージェンシー

長野市問御所

1306番地１
110,000 － 110,000 0.16

計 － 6,164,000 － 6,164,000 9.01

（注）１ この他に株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株数が2,000株（議決権２個）

あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれていますが

議決権の個数の計算から除いています。

２ 平成29年６月30日現在の当社の所有株式数は6,057,000株（議決権の数6,057個）です。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

（２）当社の連結財務諸表に記載される科目その他の事項の記載金額における千円未満の端数処理については、従来

四捨五入で記載していましたが、当第１四半期連結会計期間より切捨てて記載しています。なお、比較を容易にする

ため、前第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度についても切捨て表示に組替え表示しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,111,033 16,918,034

受取手形・完成工事未収入金等 16,724,173 13,867,728

販売用不動産 3,564,838 3,564,807

未成工事支出金 707,633 414,825

開発事業等支出金 41,170 41,170

その他のたな卸資産 90,975 82,790

繰延税金資産 510,326 407,530

その他 1,259,624 2,552,995

貸倒引当金 △51,034 △54,676

流動資産合計 37,958,741 37,795,204

固定資産

有形固定資産

土地 6,338,706 6,338,706

その他 18,467,501 18,191,526

減価償却累計額 △10,210,173 △10,124,395

有形固定資産合計 14,596,035 14,405,837

無形固定資産 227,551 216,955

投資その他の資産

投資有価証券 6,128,478 7,000,304

長期貸付金 25,468 24,833

繰延税金資産 345,089 293,515

その他 1,374,773 1,455,766

貸倒引当金 △32,324 △33,463

投資その他の資産合計 7,841,486 8,740,957

固定資産合計 22,665,073 23,363,751

資産合計 60,623,815 61,158,956
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 14,402,785 14,428,190

未払法人税等 1,362,049 195,041

未成工事受入金 6,571,671 6,750,030

引当金 616,043 755,302

その他 1,680,769 2,694,559

流動負債合計 24,633,320 24,823,125

固定負債

退職給付に係る負債 46,652 62,819

会員預託金 2,370,400 2,324,800

繰延税金負債 1,633,749 1,762,964

その他 193,834 203,926

固定負債合計 4,244,636 4,354,510

負債合計 28,877,956 29,177,635

純資産の部

株主資本

資本金 9,116,491 9,116,491

資本剰余金 5,707,367 5,707,367

利益剰余金 15,685,630 15,613,079

自己株式 △1,266,240 △1,266,928

株主資本合計 29,243,248 29,170,009

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,806,889 2,204,789

繰延ヘッジ損益 8,773 7,342

為替換算調整勘定 355,187 249,023

退職給付に係る調整累計額 △94,177 △75,086

その他の包括利益累計額合計 2,076,672 2,386,069

非支配株主持分 425,937 425,241

純資産合計 31,745,858 31,981,320

負債純資産合計 60,623,815 61,158,956
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

売上高

完成工事高 13,531,808 17,576,751

兼業事業売上高 1,019,486 1,055,147

売上高合計 14,551,295 18,631,898

売上原価

完成工事原価 11,982,449 15,982,947

兼業事業売上原価 681,121 711,118

売上原価合計 12,663,570 16,694,065

売上総利益

完成工事総利益 1,549,359 1,593,803

兼業事業総利益 338,365 344,028

売上総利益合計 1,887,724 1,937,832

販売費及び一般管理費 1,092,556 1,104,978

営業利益 795,168 832,854

営業外収益

受取利息 3,614 4,318

受取配当金 66,385 66,618

会員権引取差額 17,278 24,636

貸倒引当金戻入額 785 －

その他 3,236 2,431

営業外収益合計 91,299 98,004

営業外費用

支払利息 6,595 4,005

為替差損 155,341 60,601

その他 1,826 2,474

営業外費用合計 163,763 67,080

経常利益 722,704 863,777

特別利益

固定資産売却益 500 750

その他 43 89

特別利益合計 543 839

特別損失

固定資産処分損 124 6,488

投資有価証券評価損 443 －

特別損失合計 568 6,488

税金等調整前四半期純利益 722,679 858,128

法人税、住民税及び事業税 255,057 178,806

法人税等調整額 50,098 127,775

法人税等合計 305,155 306,582

四半期純利益 417,523 551,546

非支配株主に帰属する四半期純利益又は

非支配株主に帰属する四半期純損失（△）
△13,247 2,061

親会社株主に帰属する四半期純利益 430,771 549,485
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

四半期純利益 417,523 551,546

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △180,769 386,878

繰延ヘッジ損益 △65,719 △1,430

為替換算調整勘定 △194,751 △106,654

退職給付に係る調整額 17,805 19,090

その他の包括利益合計 △423,434 297,884

四半期包括利益 △5,911 849,430

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 28,909 847,640

非支配株主に係る四半期包括利益 △34,821 1,789
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費は次のとおりです。

前第１四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日）

減価償却費 148,432千円 173,252千円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 623,267 10.0 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 623,135 10.0 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）１建設事業 ゴルフ場事業 ホテル事業
広告代理店

事業

売上高

外部顧客への売上高 13,668,633 72,546 441,471 368,644 14,551,295 － 14,551,295

セグメント間の内部

売上高又は振替高
147 1,354 1,440 16,397 19,339 △19,339 －

計 13,668,780 73,901 442,911 385,042 14,570,634 △19,339 14,551,295

セグメント利益

又は損失（△）
780,796 5,023 △4,457 13,859 795,221 △52 795,168

（注）１．セグメント利益の調整額△52千円は、全てセグメント間取引消去です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント

合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）１建設事業 ゴルフ場事業 ホテル事業
広告代理店

事業

売上高

外部顧客への売上高 17,698,209 74,987 529,852 328,848 18,631,898 － 18,631,898

セグメント間の内部

売上高又は振替高
147 1,360 1,206 16,153 18,867 △18,867 －

計 17,698,356 76,348 531,058 345,001 18,650,765 △18,867 18,631,898

セグメント利益 805,059 8,282 11,883 620 825,846 7,008 832,854

（注）１．セグメント利益の調整額7,008千円は、全てセグメント間取引消去です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6円92銭 8円83銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 430,771 549,485

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
430,771 549,485

普通株式の期中平均株式数（千株） 62,260 62,246

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

（重要な後発事象）

当社は、平成29年７月11日、会社法第370条（取締役会の決議に替わる書面決議）による決議により、会社法第

165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得することにつ

いて決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施することとしました。

（１）自己株式取得に関する決議内容

①取得する株式の種類

当社普通株式

②取得する株式の総数

3,500,000株（上限）

（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合5.6％）

③取得する期間

平成29年７月18日から平成29年12月29日まで

④株式の取得価額の総額

1,000,000千円（上限）

（２）自己株式の取得の状況

①取得した株式の種類

当社普通株式

②取得した株式の総数

635,000株

③取得した期間

平成29年７月18日から平成29年７月31日まで

④株式の取得価額の総額

240,229千円

⑤取得の方法

東京証券取引所における市場買付（信託方式）

なお、取得結果は、平成29年７月31日現在であり、平成29年８月１日から四半期報告書提出日までに取得

した自己株式数は含めていません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月７日

北野建設株式会社

取締役会 御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 村田 征仁

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 宮之原 大輔

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北野建設株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北野建設株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年７月11日に会社法第370条の決議により自己株式の取得を決

議し、自己株式を取得している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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